
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人鹿屋体育大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成３０年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成３０年度における改定内容

当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立
大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地
方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人約140人）や教育・研究事
業で比較的同等と認められる、以下の法人を参考とした。

（１）国立大学法人小樽商科大学・・・当該法人は、同じ国立大学法人として、教育・研究事業を

実施している（常勤職員数約200人）。公表資料によれば、平成29年度の長の年間報酬額は

16,633,000円、理事については平均13,016,000円である。
（２）事務次官年間報酬・・・23,274,000円

勤勉手当において、勤勉手当基準額の算定基礎に国立大学法人評価委員会が行う業績評価
の結果等を勘案し、その者の職務実績に応じて100分の0以上100分の195以下の範囲内で長
が定める割合を乗じて得た額を支給している。

役員報酬支給基準は、月額及び期末手当、勤勉手当から構成されている。月額に
ついては、国立大学法人鹿屋体育大学役員給与規則に則り、本給（９６５，０００ 円）
を算出している。
期末手当及び勤勉手当についても、国立大学法人鹿屋体育大学役員給与規則に
則り、期末手当については期末手当基準額（本給＋本給×１００分の２０＋本給×１
００分の２５）に６月に支給する場合においては１００分の６２．５、１２月に支給する場
合においては１００分の７７．５を乗じている。また勤勉手当については、勤勉手当基
準額（本給＋本給×１００分の２０＋本給×１００分の２５）に国立大学法人評価委員
会が行う業績評価の結果等を勘案し、その者の職務実績に応じて１００分の０以上１
００分の１９５以下の範囲内で長が定める割合を乗じて得た額を含ませている。さらに
期末手当及び勤勉手当ともに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
なお、平成３０年度では、勤勉手当支給率の引き上げ（年間０．０５ヶ月分）を実施し
た。



理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
平成３０年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,127 11,580 4,547 0
（　　　　）

※

千円 千円 千円 千円

10,954 7,608 2,988
344
14

(通勤手当）
（その他加給） H30.4.1

千円 千円 千円 千円

13,288 7,608 3,383
1,217
1,056

24

（地域手当）
（単身赴任手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

1,665 1,665 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,118 1,118 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,118 1,118 0 0
（　　　　）

※

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「地域手当」とは、就任直前に、民間の賃金水準が本法人より高い地域に在勤していた役員
       に支給しているものである。

その他（内容）

D監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

前職

C理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

該当者なし

役員報酬支給基準は、月額の非常勤役員手当のみとなっており、金額は138,800円

である。
なお、平成３０年度は改定は行っていない。

役員報酬支給基準は、月額の非常勤役員手当のみとなっており、金額は93,200円
である。

なお、平成３０年度は改定は行っていない。

役員報酬支給基準は、月額及び期末手当、勤勉手当から構成されている。月額につい
ては、国立大学法人鹿屋体育大学役員給与規則に則り、本給（634,000円）に通勤手当
と地域手当（101,440円）、単身赴任手当（88,000円）を加算して算出している。
期末手当及び勤勉手当についても、国立大学法人鹿屋体育大学役員給与規則に則
り、期末手当については期末手当基準額（本給＋本給×１００分の２０＋本給×１００分
の２５）に６月に支給する場合においては１００分の６２．５、１２月に支給する場合におい
ては１００分の７７．５を乗じている。また勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給＋
本給×１００分の２０＋本給×１００分の２５）に国立大学法人評価委員会が行う業績評価
の結果等を勘案し、その者の職務実績に応じて１００分の０以上１００分の１９５以下の範
囲内で長が定める割合を乗じて得た額を含ませている。さらに期末手当及び勤勉手当
ともに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて
得た額としている。

なお、平成３０年度では、勤勉手当支給率の引き上げ（年間０．０５ヶ月分）を実施した。



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

鹿屋体育大学は、全国でただ一つの国立の体育大学という特性を十分に活か

し、健全な身体と調和・共生の精神を併せ持つ人材の育成に必要不可欠なス

ポーツ・身体運動を通じて、創造性とバイタリティに富む有為の人材を輩出す

るとともに、スポーツ科学・体育学領域における学術・文化の発展と国民の健

康増進に貢献し、もって健全で明るく活力に満ちた社会の形成に寄与すること

を目的としている。
以上の目的を実現するため、学長のリーダーシップの下で、教育、研究及び社
会貢献に関する基本目標を掲げ、社会の信頼に応えられるよう自己変革しつ
つ、個性輝く大学を目指している。

そうした中で、鹿屋体育大学の学長は、常勤職員数約140名の法人の代表とし

て、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責

任者と教学責任者の職務を同時に担っている。
鹿屋体育大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表
の俸給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり
法人化移行前と同等以上であると言え、これまでの各年度における業績評価の
結果を勘案したものとしている。

また、他の単科大学の長の平成29年度報酬水準以下（小樽商科大学、帯広畜産

大学及び鳴門教育大学の長の平均報酬16,952千円）となっている。
こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で
あると考えられる。

上記記載の目的を実現するため、鹿屋体育大学の理事は、学長を補佐して法人の

業務を掌理し、かつ大学業務を行うなど、学長に次いで経営者及び教学者として

の職務を担っておりその職責は重大である。

鹿屋体育大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の

俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務内容の特性は上記のとおり法人

化移行前と同等以上であると言え、これまでの各年度における業績評価の結果を

勘案したものとしている。
また、理事の年間報酬額は、他の単科大学の理事の平成29年度報酬水準（小樽商
科大学、帯広畜産大学及び鳴門教育大学の理事の平均報酬12,650千円）と同程度
となっている。
こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であ
ると考えられる。

上記記載の目的を実現するため、鹿屋体育大学の理事（非常勤）は、学長を補佐

して法人の業務を掌理し、経営者としての職務を担っており、その職責は重大で

ある。
また、理事（非常勤）の年間報酬額は他の単科大学の理事（非常勤）の平成29年
度報酬水準以下（小樽商科大学及び帯広畜産大学の理事（非常勤）の平均報酬
2,202千円）となっている。
こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であ
ると考えられる。



　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成３０年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人での在職期間

法人の長

理事A

監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

上記記載の目的を実現するため、鹿屋体育大学の監事（非常勤）は法人の業

務が適切に遂行されているか適宜監査する必要があるため、大学業務及び組

織業務に精通した人物が必要であり、その職責は重大である。
監事（非常勤）の年間報酬額は他の単科大学の監事（非常勤）の平成29年度報
酬水準以下（小樽商科大学、帯広畜産大学及び鳴門教育大学の監事（非常
勤）の平均報酬1,540千円）となっている。
こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で
あると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人との

比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。



５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

判断理由
該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

今後も継続して勤勉手当において当該者の勤務実績を適切に反映させていく予定である。

該当なし



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成３０年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

職務実績・成績を昇給、昇格及び勤勉手当の成績率に反映させている。
昇 給：１月１日の昇給日前１年間の勤務を評価し、勤務成績に応じて昇給させることができる。
昇 格：勤務成績が良好で、かつ昇格基準に達している場合、その者の資格に応じて、１級上位
の級に昇格させることができる。
勤勉手当：基準日（６月１日・１２月１日）以前６箇月間の期間における勤務成績に応じて決定される
支給割合（成績率）に基づき支給される。

国立大学法人鹿屋体育大学職員給与規則に則り、本給及び諸手当（本給調整額、管理職手当、初

任給調整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、時間

外勤務手当、休日手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、特別勤務手当、教員免許

状更新講習手当、入試手当）としている。
期末手当については、期末手当基準額（本給＋本給調整額＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手
当）に６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支給する場合においては１００分の
１３７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じ
て得た額としている。
勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給＋本給調整額＋地域手当＋広域異動手当）に勤勉
手当の支給実施要領に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。
なお、平成３０年度では、①全本給表のベースアップ（平均0.2％）、②初任給調整手当の引上げ
（100円）、③勤勉手当の支給率について、0.05月分の引き上げを実施した。

当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のほか、平
成30年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（当該法人常勤職員140人）・
職種別平均支給額を参考にした。

（1）国立大学法人小樽商科大学・・・当該法人は、本学と同様単科系の国立大学法人であり、法人

規模についても同等（常勤職員数約200人）となっている。
（2）国家公務員・・・平成30年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額
は410,940円となっており、全職員の平均給与月額は417,230円となっている。
（3）職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の4月の平均支
給額は436,831円となっている。

なお、人件費等に関しては、基本的に総人件費改革に基づく実行計画を踏まえた人員とするもの
とし、学長のリーダーシップの下で本学の目標・理念達成に向けた戦略に基づいて弾力的に人的
資源を振り分けるものとする。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

109 45.2 6,671 4,838 74 1,833
人 歳 千円 千円 千円 千円

57 41.2 5,341 3,929 68 1,412
人 歳 千円 千円 千円 千円

52 49.5 8,130 5,835 80 2,295
人 歳 千円 千円 千円 千円

［年俸制適用者］

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 34.1 2,396 2,396 92 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 34.1 2,396 2,396 92 0

任期付職員

特任教員

特任研究員

区分

その他医療職種
（看護師）

うち賞与総額
人員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内

特任専門員

平均年齢
平成３０年度の年間給与額（平均）

常勤職員

常勤職員

教育職種
（大学教員）

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注：在外職員、再任用職員、非常勤職員については、該当者なしのため省略する。
注：常勤職員のその他医療職種（看護師）及び年俸制適用者の大学教員、任期付職員の特任研究員、特任教員は該当者が
２人以下のため当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、区分欄を除き記載なし。
注：「特任教員」とは、学長が必要と認める特別な教育研究業務に従事させるため、期間を定めて雇用する職員を示す。

注：「特任研究員」とは、学長が必要と認める特別な学術研究の推進を図るため、期間を定めて雇用する職員を示す。
注：「特任専門員」とは、学長が必要と認める高度の専門的な知識経験又は優れた識見を業務に反映させるため、期間を定
めて雇用する職員を示す。



② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／その他医療職種（看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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注：年齢24-27歳及び40-43歳の該当者は4人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

年間給与額の第1・第3四分位については表示していない。
注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員））

千

人

千円

注：40-43歳の該当者は4人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
年間給与額の第1・第3四分位については表示していない。



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

1

5 55.1 7,798

7 52.1 6,467

20 44.0 5,548

7 39.6 4,823

17 29.0 3,698

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

20 58.3 9,478

15 47.1 7,871

12 41.2 6,778

5 41.9 5,928

④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

58.1 60.6 59.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.9 39.4 40.6

％ ％ ％

         最高～最低 44.2～39.8 40.1～38.3 42.0～39.1　

％ ％ ％

57.9 59.4 58.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.1 40.6 41.3

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～38.6 44.4～37.2 45.1～37.8　

助　　教 6,185～5,677

10,789～8,551

准　教　授 8,388～6,585

講　　師 7,473～6,008

人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

教　　授

一律支給分（期末相当）

4,345～3,064

一般
職員

平均年齢

5,805～4,354

6,817～4,442

分布状況を示すグルー
プ

千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／その他医療職種（看護
師））

9,041～6,981

年間給与額

係　　員

主　　任

係　　長

（最高～最低）

一律支給分（期末相当）

人員

事務局次長（部長相当職）

課　　長

賞与（平成30年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／その他医
療職種（看護師））

注：事務局次長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定される恐れのあることから、平均年齢及び年間
給与の平均額については表示していない

分布状況を示すグルー
プ

副課長（課長補佐相当職） 6,624～6,269

区分

管理
職員



（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.7 58.3 57.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

43.3 41.7 42.5

％ ％ ％

         最高～最低 46.8～39.9 45.5～38.5 45.8～39.2

％ ％ ％

58.3 59.8 59.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.7 40.2 40.9

％ ％ ％

         最高～最低 45.2～39.4　 43.4～38.0 44.3～38.7　

３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

（法人の検証結果）

（文部科学大臣の検証結果）

〇教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　８９．４
注：上記比較指数は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に平成３０年度
の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　91.6

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

内容

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　83.6

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　82.9
・年齢・地域勘案　　　　　　　　91.4

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

（参考）対他法人　　　　　　　　94.3

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

対国家公務員
指数の状況

本学は体育系単科の大学であり、体育実技の指導者養成を使命の
一つとしている大学であるという特殊性から、自然科学系の研究大
学と比して外部資金の獲得が難しいのが現状であり、国の財政支出
規模が4分の3程度を占めている。しかし累積欠損はなく、対国家公
務員指数についても100を下回っており、他の単科系大学と比較し
ても同水準又はそれ以下となっている。
外部資金の獲得については、科学研究費補助金や国が行うプロ
ジェクト等に対して積極的に申請を行っているが、今後とも引き続き
努力するとともに、効率的な運営を行い、支出の削減に努める。

給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること
等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の
維持に努めていただきたい。

今後も適切な給与水準を維持していくものである。



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
1,193,128

60,010 154,002 155,267

非常勤役職員等給与
86,087 93,644 94,494

1,272,9631,307,696

退職手当支給額
94,458 97,876 75,430

区　　分

給与、報酬等支給総額
952,573 962,174 947,772

現行の仕組みを継続していく予定である。

特になし

事務・技術職員

〇 ２２歳（大卒初任給）

月額180,700円 年額2,696,675円
〇 ３５歳（主任）
月額280,300円 年額4,698,541円

〇 ５０歳（係長）
月額365,900円 年額6,226,629円

教育職員（大学教員）

〇 ２４歳（助教、修士修了）

月額241,400円 年額3,956,546円

〇 ３５歳（講師）

月額376,3000円 年額6,375,651円

〇 ５０歳（准教授）

月額477,200円 年額8,112,697円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者 6,500円、子１人につき10,000円）を支給

①「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」の前年度との比較について

「給与、報酬等支給総額」：平成30年人事院勧告に基づいた国家公務員の給与法及び人事院規

則改正の準拠対応も行ったが、支給人員減のため、1.5％の減となった。
「最広義人件費」：退職手当支給額の減少等により、2.7％の減となった。

②退職手当支給額について
「国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律案」（H29.11.17閣議決定）に基づき、役員及び
教職員について、退職手当支給率の引き下げ（調整率：０．８３７）措置を講じた。


